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陸 前 高 田 市 議 会 定 例 会 提 出 議 案 等

番 号 件 名

報 告 第 １ 号
（仮称）陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設新築工事の変更

請負契約に関する専決処分の報告について

議 案 第 １ 号 人権擁護委員の候補者の推薦について

議 案 第 ２ 号 人権擁護委員の候補者の推薦について

議 案 第 ３ 号 市道路線の廃止について

議 案 第 ４ 号 市道路線の認定について

議 案 第 ５ 号
２３災１１７０号市道誂石線誂石橋橋梁災害復旧工事の変更請負

契約締結について

議 案 第 ６ 号 横田地区宿舎跡地農地復旧工事の変更請負契約締結について

議 案 第 ７ 号
陸前高田市被災市街地復興整備事業の変更業務委託契約締結につ

いて

議 案 第 ８ 号 令和３年度陸前高田市一般会計補正予算（第９号）

議 案 第 ９ 号 令和３年度陸前高田市下水道事業特別会計補正予算（第１号）

議 案 第 10 号
令和３年度陸前高田市農業集落排水事業特別会計補正予算（第１

号）

議 案 第 11 号
令和３年度陸前高田市漁業集落排水事業特別会計補正予算（第１

号）

議 案 第 12 号 令和３年度陸前高田市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）

議 案 第 13 号 令和３年度陸前高田市介護保険特別会計補正予算（第４号）



番 号 件 名

議 案 第 14 号 令和３年度陸前高田市水道事業会計補正予算（第３号）

議 案 第 15 号 陸前高田市附属機関設置条例の一部を改正する条例

議 案 第 16 号 陸前高田市個人情報保護条例の一部を改正する条例

議 案 第 17 号 陸前高田市国民健康保険税条例等の一部を改正する条例

議 案 第 18 号
陸前高田市溜池の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条

例

議 案 第 19 号 陸前高田市漁港管理条例の一部を改正する条例

議 案 第 20 号 陸前高田市市営住宅条例の一部を改正する条例

議 案 第 21 号 陸前高田市市営住宅併設店舗に関する条例の一部を改正する条例

議 案 第 22 号 陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設条例

議 案 第 23 号 令和４年度陸前高田市一般会計予算

議 案 第 24 号 令和４年度陸前高田市下水道事業特別会計予算

議 案 第 25 号 令和４年度陸前高田市農業集落排水事業特別会計予算

議 案 第 26 号 令和４年度陸前高田市漁業集落排水事業特別会計予算

議 案 第 27 号 令和４年度陸前高田市国民健康保険特別会計予算



番 号 件 名

議 案 第 28 号 令和４年度陸前高田市後期高齢者医療特別会計予算

議 案 第 29 号 令和４年度陸前高田市介護保険特別会計予算

議 案 第 30 号 令和４年度陸前高田市水道事業会計予算



－１－ 

報告第１号 

   （仮称）陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設新築工事の変更請負契約に関

する専決処分の報告について 

令和３年６月１１日に議会の議決を得た（仮称）陸前高田市ピーカンナッツ産業振

興施設新築工事の請負契約の一部を変更することについて、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、同

条第２項の規定により、報告する。 

  令和４年２月２４日提出 

                       陸前高田市長 戸 羽   太  

 

  



－２－ 

陸前高田市専決第１号 

 

専  決  処  分  書 

 

（仮称）陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設新築工事の設計変更に伴う変更請

負契約について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定に

より、次のとおり専決処分する。 

 

１ 工 事 名  （仮称）陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設新築工事 

２ 工 事 場 所  陸前高田市高田町字馬場前地内 

３ 請 負 者  陸前高田市米崎町字地竹沢７９番地１ 

          株式会社佐武建設 

           代表取締役 須 賀 芳 也 

４ 変 更 内 容 

項 目 変 更 前 変 更 後 

契約金額 ５８９，６００，０００円 ５９８，５２１，０００円 

 

  令和４年２月２日 

                       陸前高田市長 戸 羽   太 

 



１－１

議案第１号

人権擁護委員の候補者の推薦について

次の者を人権擁護委員の候補者に推薦することについて、人権擁護委員法（昭和

２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。

住 所

氏 名

生年月日

令和４年２月２４日提出

陸前高田市長 戸 羽 太

提案理由

人権擁護委員の１人の任期が令和４年６月３０日をもって満了することに伴い、そ

の後任の候補者を推薦しようとして提案するものである。



１－２

参考資料

経 歴 書

住 所

氏 名

生年月日

学 歴

経 歴



２－１

議案第２号

人権擁護委員の候補者の推薦について

次の者を人権擁護委員の候補者に推薦することについて、人権擁護委員法（昭和

２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。

住 所

氏 名

生年月日

令和４年２月２４日提出

陸前高田市長 戸 羽 太

提案理由

人権擁護委員の１人の任期が令和４年６月３０日をもって満了することに伴い、そ

の後任の候補者を推薦しようとして提案するものである。



２－２

参考資料

経 歴 書

住 所

氏 名

生年月日

学 歴

経 歴



３－１ 

議案第３号 

市道路線の廃止について 

次の市道路線を廃止するため、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第

３項において準用する同法第８条第２項の規定により、議会の議決を求める。 

 

 

令和４年２月２４日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太  

 

 

 提案理由 

 市道路線を廃止しようとして提案するものである。

整理番号 路 線 名 
起    点（地番） 総延長 

（ｍ） 

重要な 

経過地 終    点（地番） 

３０８５ 
気仙川左岸 

２号線 

気仙町字木場１番 
１，０１３  

気仙町字砂盛１７６番９ 

３２６２ 
気仙川左岸 

１号線 

気仙町字奈々切３１番２ 
１，４９１  

高田町字栃ヶ沢４番５ 

５３１９ 
復興祈念公園

１号線 

気仙町字土手影１５６番１ 
５３８ 

奇跡の

一本松 気仙町字砂盛１７６番１２ 



３－２ 

（議案第３号説明資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

位 置 図 

高田松原地域振興施設 

凡例 
起点 
終点 
 

３０８５ 
気仙川左岸２号線 

３２６２ 

気仙川左岸１号線 

５３１９ 
復興祈念公園１号線 



４－１ 

議案第４号 

市道路線の認定について 

次の市道路線を認定するため、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２

項の規定により、議会の議決を求める。 

 

 

令和４年２月２４日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太  

 

 

 提案理由 

 市道路線を認定しようとして提案するものである。

整理番号 路 線 名 
起    点（地番） 総延長 

（ｍ） 

重要な 

経過地 終    点（地番） 

３９４４ 
気仙川左岸 

１号線 

気仙町字木場９６番１ 
６６０  

気仙町字土手影３５２番 

３９４５ 
気仙川左岸 

２号線 

高田町字中川原１４番１ 
８４１  

気仙町字土手影３５０番 

５３２８ 
復興祈念公園

１号線 

気仙町字土手影１５６番１ 
８９９ 

奇跡の

一本松 気仙町字田の浜３２番５ 



４－２ 

（議案第４号説明資料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

位 置 図 

凡例 
起点 
終点 
 

高田松原地域振興施設 

３９４４ 
気仙川左岸１号線 

５３２８ 
復興祈念公園１号線 

３９４５ 
気仙川左岸２号線 



５－１ 

議案第５号 

   ２３災１１７０号市道誂石線誂石橋橋梁災害復旧工事の変更請負契約締結につ

いて 

 令和３年３月１９日に契約の変更に関し議会の議決を得た２３災１１７０号市道誂

石線誂石橋橋梁災害復旧工事について、請負契約の一部を次のとおり変更するため、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び議会の議決に付す

べき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第１０号）第２条の

規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 工 事 名  ２３災１１７０号市道誂石線誂石橋橋梁災害復旧工事 

２ 工 事 場 所  陸前高田市気仙町字神崎地内ほか 

３ 請 負 者  陸前高田市横田町字志田実３番地１１ 

 株式会社長谷川建設 

           代表取締役社長 長谷川 順 一 

４ 変 更 内 容 

項  目 変 更 前 変 更 後 

契約金額 ２，３４３，５３９，７６０円 ２，４５９，３８４，０６０円 

 

  令和４年２月２４日提出 

                       陸前高田市長 戸 羽   太  

 

 

 提案理由 

 ２３災１１７０号市道誂石線誂石橋橋梁災害復旧工事の変更請負契約を締結しよう

として提案するものである。 

 



５－２ 

（議案第５号説明資料） 

２３災１１７０号市道誂石線誂石橋橋梁災害復旧工事変更概要 

 

 工事変更内容 

１ 市道今泉下矢作線における盛土工に伴う水道管切り回しによる仮設工の増 

２ 物価水準の変動に伴うインフレスライド算定による増 

 



６－１ 

議案第６号 

横田地区宿舎跡地農地復旧工事の変更請負契約締結について 

 令和３年９月３日に議会の議決を得た横田地区宿舎跡地農地復旧工事の請負契約の

一部を次のとおり変更するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第

１項第５号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭

和３９年条例第１０号）第２条の規定により、議会の議決を求める。 

 

１ 工 事 名  横田地区宿舎跡地農地復旧工事 

２ 工 事 場 所  陸前高田市横田町字友沼地内 

３ 請 負 者  陸前高田市高田町字大隅１番地１ 

          株式会社高田建設 

           代表取締役 上 山   守 

４ 変 更 内 容 

項  目 変 更 前 変 更 後 

契約金額 １９１，４００，０００円 ２１４，２２０，６００円 

 

  令和４年２月２４日提出 

                       陸前高田市長 戸 羽   太  

 

 

提案理由 

横田地区宿舎跡地農地復旧工事の変更請負契約を締結しようとして提案するもので

ある。 



６－２ 

（議案第６号説明資料） 

横田地区宿舎跡地農地復旧工事変更概要 

 

 工事変更内容 

１ 給排水計画の見直しにおける排水構造物工の増 

２ 復旧土除れきのための表土振るい分け及び運搬工の追加 

 



７－１ 

議案第７号 

陸前高田市被災市街地復興整備事業の変更業務委託契約締結について 

 令和２年６月１２日に契約の変更に関し議会の議決を得た陸前高田市被災市街地復

興整備事業について、業務委託契約の一部を次のとおり変更するため、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び議会の議決に付すべき契約及び財

産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年条例第１０号）第２条の規定により、議

会の議決を求める。 

 

１ 事 業 名  陸前高田市被災市街地復興整備事業 

２ 場 所  陸前高田市高田町及び気仙町地内 

３ 相 手 方  宮城県仙台市宮城野区榴岡四丁目６番１号 

          独立行政法人都市再生機構岩手・宮城震災復興支援本部 

           本部長 山 澤   正 

４ 変 更 内 容 

項  目 変 更 前 変 更 後 

契約金額 １８０，６３１，９６４，３５６円 １７８，３６６，７６８，２１４円 

 

令和４年２月２４日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太 

 

 

 提案理由 

 陸前高田市被災市街地復興整備事業の変更業務委託契約を締結しようとして提案す

るものである。 



７－２ 

（議案第７号説明資料） 

陸前高田市被災市街地復興整備事業委託業務変更概要 

 

 業務変更内容 

 事業計画変更等に伴う公共施設整備費等の変更 

１ 高田地区被災市街地復興土地区画整理事業費 

  ９３１，１６３，２０５円の減 

２ 今泉地区被災市街地復興土地区画整理事業費 

  １，３３４，０３２，９３７円の減 

 

 

 

 

 



１５－１ 

議案第１５号 

   陸前高田市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

 陸前高田市附属機関設置条例（昭和３０年条例第７０号）の一部を改正する条例を

別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

第１号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和４年２月２４日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太  

 

 

 提案理由 

 陸前高田市男女共同参画推進協議会の設置に伴い、所要の改正をしようとして提案

するものである。 

  



１５－２ 

   陸前高田市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

 

 

 陸前高田市附属機関設置条例（昭和３０年条例第７０号）の一部を次のように改正

する。 

改  正  前 改  正  後 

 （設置） 

第１条 本市に地方自治法（昭和２２年法律第 

 ６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づ

き、次の附属機関を置く。 

 ⑴～⑺ ヽヽヽ（略） 

 （設置） 

第１条 本市に地方自治法（昭和２２年法律第 

 ６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づ

き、次の附属機関を置く。 

 ⑴～⑺ ヽヽヽ（略） 

 ⑻ 陸前高田市男女共同参画推進協議会 

 （調査審議事項） 

第２条 前条の附属機関は、次の各号に掲げる附

属機関に応じ、当該各号に定める事項を調査審

議する。 

 ⑴～⑺ ヽヽヽ（略） 

 

 （調査審議事項） 

第２条 前条の附属機関は、次の各号に掲げる附

属機関に応じ、当該各号に定める事項を調査審

議する。 

 ⑴～⑺ ヽヽヽ（略） 

 ⑻ 陸前高田市男女共同参画推進協議会 本市

の男女共同参画の推進に関する必要な事項 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 



１６－１ 

議案第１６号 

   陸前高田市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 陸前高田市個人情報保護条例（平成１９年条例第１２号）の一部を改正する条例を

別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

第１号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和４年２月２４日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太  

 

 

 提案理由 

 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律及び独立行政法人等の保有する個

人情報の保護に関する法律の廃止に伴い、所要の改正をしようとして提案するもので

ある。 

 

 

 

 

 

  



１６－２ 

   陸前高田市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 

 

 陸前高田市個人情報保護条例（平成１９年条例第１２号）の一部を次のように改正

する。 

改  正  前 改  正  後 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 ⑴～⑶ ヽヽヽ（略） 

 ⑷ 事業者 法人その他の団体（国、独立行

政法人等（独立行政法人等の保有する個人

情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５９号）第２条第１項に規定する独立行

政法人等をいう。以下同じ。）、地方公共

団体及び地方独立行政法人(地方独立行政法

人法（平成１５年法律第１１８号）第２条

第１項に規定する地方独立行政法人をい

う。以下同じ。）を除く。以下「法人等」

という。）又は事業を営む個人をいう。 

 ⑸及び⑹ ヽヽヽ（略） 

 （適用除外） 

第６６条 ヽヽヽ（略） 

２ 行政機関の保有する個人情報の保護に関す

る法律（平成１５年法律第５８号）その他の

法令の規定により同法第４章ああの規定の適

用を受けない個人情報については、第２章

（第１節を除く。）の規定は、適用しない。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 ⑴～⑶ ヽヽヽ（略） 

 ⑷ 事業者 法人その他の団体（国、独立行

政法人等（個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５７号。以下「法」と

いう。）第２条第９項あに規定する独立行

政法人等をいう。以下同じ。）、地方公共

団体及び地方独立行政法人(地方独立行政法

人法（平成１５年法律第１１８号）第２条

第１項に規定する地方独立行政法人をい

う。以下同じ。）を除く。以下「法人等」

という。）又は事業を営む個人をいう。 

 ⑸及び⑹ ヽヽヽ（略） 

 （適用除外） 

第６６条 ヽヽヽ（略） 

２ 法ああああああああああああああああああ

ああああああああああああああああその他の

法令の規定により法第５章第４節の規定の適

用を受けない個人情報については、第２章

（第１節を除く。）の規定は、適用しない。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 



１７－１ 

議案第１７号 

   陸前高田市国民健康保険税条例等の一部を改正する条例 

 陸前高田市国民健康保険税条例（昭和３２年条例第９号）等の一部を改正する条例

を別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１

項第１号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和４年２月２４日 

陸前高田市長 戸 羽   太  

 

 

 提案理由 

 同一世帯に１８歳までの被保険者がいる場合における減免及び税率改正に係る激変

緩和措置の継続並びに全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の

一部を改正する法律の施行に伴い、所要の改正をしようとして提案するものである。
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   陸前高田市国民健康保険税条例等の一部を改正する条例 

 

 

 （陸前高田市国民健康保険税条例の一部改正） 

第１条 陸前高田市国民健康保険税条例（昭和３２年条例第９号）の一部を次のよう

に改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（国民健康保険の被保険者に係る■■■■■■ 

所得割額） 

第３条 ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

 （国民健康保険の被保険者に係る■■■■■■

被保険者均等割額） 

第４条 ヽヽヽ（略） 

 （国民健康保険の被保険者に係る■■■■■■

世帯別平等割額） 

第５条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の

各号に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める額とする。 

 ⑴ 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康

保険法第６条第８号の規定により被保険者の

資格を喪失した者であって、当該資格を喪失

した日の前日以後継続して同一の世帯に属す

るものをいう。以下同じ。）と同一世帯に属

する被保険者が属する世帯であって同日の属

する月（以下この号において「特定月」とい

う。）以後５年を経過する月までの間にある

もの（当該世帯に他の被保険者がいない場合

に限る。）をいう。次号、第８条及び第２６

条■■■において同じ。）及び特定継続世帯

（特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する

被保険者が属する世帯であって特定月以後５

年を経過する月の翌月から特定月以後８年を

経過する月までの間にあるもの（当該世帯に

他の被保険者がいない場合に限る。）をい

う。第３号、第８条及び第２６条■■■にお

いて同じ。）以外の世帯 ２３，１００円 

 ⑵及び⑶ ヽヽヽ（略） 

 （国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支

援金等課税額の所得割額） 

第６条 第２条第３項の所得割額は、賦課期日の

属する前年の所得に係る基礎控除後の総所得金

額等に１００分の２．７を乗じて算定する。 

 （納税義務の発生、消滅等に伴う賦課） 

第１５条 保険税の賦課期日後に納税義務が発生

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の 

所得割額） 

第３条 ヽヽヽ（略） 

２ ヽヽヽ（略） 

 （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の

被保険者均等割額） 

第４条 ヽヽヽ（略） 

 （国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額の

世帯別平等割額） 

第５条 第２条第２項の世帯別平等割額は、次の

各号に掲げる世帯の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定める額とする。 

 ⑴ 特定世帯（特定同一世帯所属者（国民健康

保険法第６条第８号の規定により被保険者の

資格を喪失した者であって、当該資格を喪失

した日の前日以後継続して同一の世帯に属す

るものをいう。以下同じ。）と同一世帯に属

する被保険者が属する世帯であって同日の属

する月（以下この号において「特定月」とい

う。）以後５年を経過する月までの間にある

もの（当該世帯に他の被保険者がいない場合

に限る。）をいう。次号、第８条及び第２６

条第１項において同じ。）及び特定継続世帯

（特定同一世帯所属者と同一の世帯に属する

被保険者が属する世帯であって特定月以後５

年を経過する月の翌月から特定月以後８年を

経過する月までの間にあるもの（当該世帯に

他の被保険者がいない場合に限る。）をい

う。第３号、第８条及び第２６条第１項にお

いて同じ。）以外の世帯 ２３，１００円 

 ⑵及び⑶ ヽヽヽ（略） 

 （国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者支

援金等課税額の所得割額） 

第６条 第２条第３項の所得割額は、■■■■■

■■■■■■■■■■■基礎控除後の総所得金

額等に１００分の２．７を乗じて算定する。 

 （納税義務の発生、消滅等に伴う賦課） 

第１５条 保険税の賦課期日後に納税義務が発生
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した者には、その発生した日の属する月から、

月割をもって算定した第２条第１項の額（第 

２６条の規定によって減額が行われた場合に 

は、同条■■■の保険税の額とする。以下この 

条において同じ。）を課する。 

２～８ ヽヽヽ（略） 

 （減額） 

第２６条 次の各号のいずれかに掲げる保険税の

納税義務者に対して課する保険税の額は、第２

条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げ

る額を減額して得た額（当該減額して得た額が

６３万円を超える場合には、６３万円）、同条

第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ

及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額

して得た額が１９万円を超える場合には、１９

万円）並びに同条第４項本文の介護納付金課税

額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が１７万円を超える場合

には、１７万円）の合算額とする。 

 ⑴ 法第７０３条の５■■■に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、４３万円

（納税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得を有する者（前年中に法第 

  ７０３条の５■■■に規定する総所得金額に

係る所得税法（昭和４０年法律第３３号）第

２８条第１項に規定する給与所得について同

条第３項に規定する給与所得控除額の控除を

受けた者（同条第１項に規定する給与等の収

入金額が５５万円を超える者に限る。）をい

う。以下この号において同じ。）の数及び公

的年金等に係る所得を有する者（前年中に法

第７０３条の５■■■に規定する総所得金額

に係る所得税法第３５条第３項に規定する公

的年金等に係る所得について同条第４項に規

定する公的年金等控除額の控除を受けた者

（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年

金等の収入金額が６０万円を超える者に限

り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的

年金等の収入金額が１１０万円を超える者に

限る。）をいい、給与所得を有する者を除

く。）の数の合計数（以下この条において

「給与所得者等の数」という。）が２以上の

場合にあっては、４３万円に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて

得た金額を加算した金額）を超えない世帯に

係る納税義務者 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る■■■■

■■被保険者均等割額 被保険者（第１条

第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

した者には、その発生した日の属する月から、

月割をもって算定した第２条第１項の額（第 

２６条の規定によって減額が行われた場合に 

は、その減額後の保険税の額とする。以下この 

条において同じ。）を課する。 

２～８ ヽヽヽ（略） 

 （減額） 

第２６条 次の各号のいずれかに掲げる保険税の

納税義務者に対して課する保険税の額は、第２

条第２項本文の基礎課税額からア及びイに掲げ

る額を減額して得た額（当該減額して得た額が

６３万円を超える場合には、６３万円）、同条

第３項本文の後期高齢者支援金等課税額からウ

及びエに掲げる額を減額して得た額（当該減額

して得た額が１９万円を超える場合には、１９

万円）並びに同条第４項本文の介護納付金課税

額からオ及びカに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が１７万円を超える場合

には、１７万円）の合算額とする。 

 ⑴ 法第７０３条の５第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、４３万円

（納税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得を有する者（前年中に法第 

  ７０３条の５第１項に規定する総所得金額に

係る所得税法（昭和４０年法律第３３号）第

２８条第１項に規定する給与所得について同

条第３項に規定する給与所得控除額の控除を

受けた者（同条第１項に規定する給与等の収

入金額が５５万円を超える者に限る。）をい

う。以下この号において同じ。）の数及び公

的年金等に係る所得を有する者（前年中に法

第７０３条の５第１項に規定する総所得金額

に係る所得税法第３５条第３項に規定する公

的年金等に係る所得について同条第４項に規

定する公的年金等控除額の控除を受けた者

（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年

金等の収入金額が６０万円を超える者に限

り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的

年金等の収入金額が１１０万円を超える者に

限る。）をいい、給与所得を有する者を除

く。）の数の合計数（以下この条において

「給与所得者等の数」という。）が２以上の

場合にあっては、４３万円に当該給与所得者

等の数から１を減じた数に１０万円を乗じて

得た金額を加算した金額）を超えない世帯に

係る納税義務者 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の被保険者均等割額 被保険者（第１条

第２項に規定する世帯主を除く。）１人に
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ついて２１，９１０円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る■■■■

■■世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区

分に従い、それぞれに定める額 

   （ア）～（ウ） ヽヽヽ（略） 

ウ～カ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ 法第７０３条の５■■■に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、４３万円

（納税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得者等の数が２以上の場合にあっ

ては、４３万円に当該給与所得者等の数から

１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を

加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯

所属者１人につき２８万５，０００円を加算

した金額を超えない世帯に係る納税義務者

（前号に該当する者を除く。） 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る■■■■

■■被保険者均等割額 被保険者（第１条

第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて１５，６５０円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る■■■■

■■世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれに定める額 

   （ア）～（ウ） ヽヽヽ（略） 

  ウ～カ ヽヽヽ（略） 

 ⑶ 法第７０３条の５■■■に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、４３万円

（納税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得者等の数が２以上の場合にあっ

ては、４３万円に当該給与所得者等の数から

１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を

加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯

所属者１人につき５２万円を加算した金額を

超えない世帯に係る納税義務者（前２号に該

当する者を除く。） 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る■■■■

■■被保険者均等割額 被保険者（第１条

第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて６，２６０円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る■■■■

■■世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれに定める額 

   （ア）～（ウ） ヽヽヽ（略） 

  ウ～カ ヽヽヽ（略） 

 

 

 

 

ついて２１，９１０円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区

分に従い、それぞれに定める額 

   （ア）～（ウ） ヽヽヽ（略） 

ウ～カ ヽヽヽ（略） 

 ⑵ 法第７０３条の５第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、４３万円

（納税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得者等の数が２以上の場合にあっ

ては、４３万円に当該給与所得者等の数から

１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を

加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯

所属者１人につき２８万５，０００円を加算

した金額を超えない世帯に係る納税義務者

（前号に該当する者を除く。） 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の被保険者均等割額 被保険者（第１条

第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて１５，６５０円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれに定める額 

   （ア）～（ウ） ヽヽヽ（略） 

  ウ～カ ヽヽヽ（略） 

 ⑶ 法第７０３条の５第１項に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、４３万円

（納税義務者並びにその世帯に属する国民健

康保険の被保険者及び特定同一世帯所属者の

うち給与所得者等の数が２以上の場合にあっ

ては、４３万円に当該給与所得者等の数から

１を減じた数に１０万円を乗じて得た金額を

加算した金額）に被保険者及び特定同一世帯

所属者１人につき５２万円を加算した金額を

超えない世帯に係る納税義務者（前２号に該

当する者を除く。） 

  ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の被保険者均等割額 被保険者（第１条

第２項に規定する世帯主を除く。）１人に

ついて６，２６０円 

  イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の世帯別平等割額 次に掲げる世帯の区

分に応じ、それぞれに定める額 

   （ア）～（ウ） ヽヽヽ（略） 

  ウ～カ ヽヽヽ（略） 

２ 保険税の納税義務者の属する世帯内に６歳に

達する日以後の最初の３月３１日以前である被

保険者（以下「未就学児」という。）がある場

合における当該納税義務者に対して課する被保
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 （特例対象被保険者等に係る保険税の課税の特

例） 

第２６条の２ 保険税の納税義務者である世帯主

又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が特例対象被保険

者等である場合における第３条及び前条■■■

の規定の適用については、第３条第１項中「規

定する総所得金額」とあるのは「規定する総所

得金額（第２５条の２に規定する特例対象被保

険者等の総所得金額に給与所得が含まれている

場合においては、当該給与所得については、所

得税法第２８条第２項の規定によって計算した

金額の１００分の３０に相当する金額によるも

のとする。次項において同じ。）」と、「同条

第２項」とあるのは「法第３１４条の２第２

項」と、前条第１号■■■中「総所得金額■

■」とあるのは「総所得金額（前条に規定する

特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が

含まれている場合においては、当該給与所得に

険者均等割額（当該納税義務者の世帯に属する

未就学児につき算定した被保険者均等割額（前

項に規定する金額を減額するものとした場合に

あっては、その減額後の被保険者均等割額）に

限る。）は、当該被保険者均等割額から、次の

各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に

定める額を減額して得た額とする。 

 ⑴ 国民健康保険の被保険者に係る基礎課税額

の被保険者均等割額 次に掲げる世帯の区分

に応じ、それぞれ未就学児１人について次に

定める額 

  ア 前項第１号アに規定する金額を減額した

世帯 ４，６９５円 

  イ 前項第２号アに規定する金額を減額した

世帯 ７，８２５円 

  ウ 前項第３号アに規定する金額を減額した

世帯 １２，５２０円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯  

１５，６５０円 

 ⑵ 国民健康保険の被保険者に係る後期高齢者

支援金等課税額の被保険者均等割額 次に掲

げる世帯の区分に応じ、それぞれ未就学児１

人について次に定める額 

  ア 前項第１号ウに規定する金額を減額した

世帯 １，５７５円 

  イ 前項第２号ウに規定する金額を減額した

世帯 ２，６２５円 

  ウ 前項第３号ウに規定する金額を減額した

世帯 ４，２００円 

エ アからウまでに掲げる世帯以外の世帯  

５，２５０円 

 （特例対象被保険者等に係る保険税の課税の特

例） 

第２６条の２ 保険税の納税義務者である世帯主

又はその世帯に属する国民健康保険の被保険者

若しくは特定同一世帯所属者が特例対象被保険

者等である場合における第３条及び前条第１項

の規定の適用については、第３条第１項中「規

定する総所得金額」とあるのは「規定する総所

得金額（第２５条の２に規定する特例対象被保

険者等の総所得金額に給与所得が含まれている

場合においては、当該給与所得については、所

得税法第２８条第２項の規定によって計算した

金額の１００分の３０に相当する金額によるも

のとする。次項において同じ。）」と、「同条

第２項」とあるのは「法第３１４条の２第２

項」と、前条第１項第１号中「総所得金額及

び」とあるのは「総所得金額（前条に規定する

特例対象被保険者等の総所得金額に給与所得が

含まれている場合においては、当該給与所得に
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ついては、所得税法第２８条第２項の規定によ

って計算した金額の１００分の３０に相当する

金額によるものとする。次号及び第３号におい

て同じ。）■■」とする。 

 （納税通知書） 

第２７条 保険税の納税通知書は、別に規則で定

める。 

   附 則 

１～３ ヽヽヽ（略） 

 （公的年金等に係る所得に係る保険税の課税の

特例） 

４ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民

健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が、前年中に所得税法第３５条第３項に規定

する公的年金等に係る所得について同条第４項

に規定する公的年金等控除額（年齢６５歳以上

である者に係るものに限る。）の控除を受けた

場合における第２６条■■■の規定の適用につ

いては、同条中「法第７０３条の５■■■に規

定する総所得金額及び山林所得金額」とあるの

は「法第７０３条の５■■■に規定する総所得

金額（所得税法第３５条第３項に規定する公的

年金等に係る所得については、同条第２項第１

号の規定によって計算した金額から１５万円を

控除した金額によるものとする。）及び山林所

得金額」と、「１１０万円」とあるのは 

「１２５万円」とする。 

 （上場株式等に係る配当所得等に係る保険税の

課税の特例） 

５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第３３条の２第５項の配当所得等を有する場合

における第３条、第６条、第９条及び第２６条

■■■の規定の適用については、第３条第１項

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第３３条の２第５項に規

定する上場株式等に係る配当所得等の金額」

と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条

の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得

金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は

法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式

等に係る配当所得等の金額」と■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■■

■する。 

 （長期譲渡所得に係る保険税の課税の特例） 

６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第３４条第４項の譲渡所得を有する場合におけ

ついては、所得税法第２８条第２項の規定によ

って計算した金額の１００分の３０に相当する

金額によるものとする。次号及び第３号におい

て同じ。）及び」とする。 

 （納税通知書） 

第２７条 保険税の納税通知書は、市長が別に定

める。 

   附 則 

１～３ ヽヽヽ（略） 

 （公的年金等に係る所得に係る保険税の課税の

特例） 

４ 当分の間、世帯主又はその世帯に属する国民

健康保険の被保険者若しくは特定同一世帯所属

者が、前年中に所得税法第３５条第３項に規定

する公的年金等に係る所得について同条第４項

に規定する公的年金等控除額（年齢６５歳以上

である者に係るものに限る。）の控除を受けた

場合における第２６条第１項の規定の適用につ

いては、同条中「法第７０３条の５第１項に規

定する総所得金額及び山林所得金額」とあるの

は「法第７０３条の５第１項に規定する総所得

金額（所得税法第３５条第３項に規定する公的

年金等に係る所得については、同条第２項第１

号の規定によって計算した金額から１５万円を

控除した金額によるものとする。）及び山林所

得金額」と、「１１０万円」とあるのは 

「１２５万円」とする。 

 （上場株式等に係る配当所得等に係る保険税の

課税の特例） 

５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第３３条の２第５項の配当所得等を有する場合

における第３条、第６条、第９条及び第２６条

第１項の規定の適用については、第３条第１項

中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山林

所得金額並びに法附則第３３条の２第５項に規

定する上場株式等に係る配当所得等の金額」

と、「同条第２項」とあるのは「法第３１４条

の２第２項」と、同条第２項中「又は山林所得

金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は

法附則第３３条の２第５項に規定する上場株式

等に係る配当所得等の金額」と、第２６条第１

項中「及び山林所得金額」とあるのは「及び山

林所得金額並びに法附則第３３条の２第５項に

規定する上場株式等に係る配当所得等の金額」

とする。 

 （長期譲渡所得に係る保険税の課税の特例） 

６ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第３４条第４項の譲渡所得を有する場合におけ
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る第３条、第６条、第９条及び第２６条■■■

の規定の適用については、第３条第１項中「及

び山林所得金額の合計額から、同条第２項」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第 

３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額

（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第

３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４

条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の

２第１項、第３５条の３第１項又は第３６条

の規定に該当する場合には、これらの規定の

適用により同法第３１条第１項に規定する長

期譲渡所得の金額から控除する金額を控除し

た金額。以下この項において「控除後の長期

譲渡所得の金額」という。）の合計額から法

第３１４条の２第２項」と、「及び山林所得

金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得

金額並びに控除後の長期譲渡所得の金額の合

計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は

法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所

得の金額」と、第２６条■■■中「及び山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第３４条第４項に規定する長期譲

渡所得の金額」とする。 

７ ヽヽヽ（略） 

 （一般株式等に係る譲渡所得等に係る保険税の

課税の特例） 

８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第３５条の２第５項の一般株式等に係る譲渡所

得等を有する場合における第３条、第６条、第

９条及び第２６条■■■の規定の適用について

は、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５

条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡

所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは

「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山

林所得金額又は法附則第３５条の２第５項に規

定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」

と、第２６条■■■中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３

５条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲

渡所得等の金額」とする。 

 （上場株式等に係る譲渡所得等に係る保険税の

課税の特例） 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第３５条の２の２第５項の上場株式等に係る譲

る第３条、第６条、第９条及び第２６条第１項

の規定の適用については、第３条第１項中「及

び山林所得金額の合計額から、同条第２項」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第 

３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額

（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第３３条の４第１項若しくは第２項、第

３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４

条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の

２第１項、第３５条の３第１項又は第３６条

の規定に該当する場合には、これらの規定の

適用により同法第３１条第１項に規定する長

期譲渡所得の金額から控除する金額を控除し

た金額。以下この項において「控除後の長期

譲渡所得の金額」という。）の合計額から法

第３１４条の２第２項」と、「及び山林所得

金額の合計額（」とあるのは「及び山林所得

金額並びに控除後の長期譲渡所得の金額の合

計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は

法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所

得の金額」と、第２６条第１項中「及び山林

所得金額」とあるのは「及び山林所得金額並

びに法附則第３４条第４項に規定する長期譲

渡所得の金額」とする。 

７ ヽヽヽ（略） 

 （一般株式等に係る譲渡所得等に係る保険税の

課税の特例） 

８ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第３５条の２第５項の一般株式等に係る譲渡所

得等を有する場合における第３条、第６条、第

９条及び第２６条第１項の規定の適用について

は、第３条第１項中「及び山林所得金額」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに法附則第３５

条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡

所得等の金額」と、「同条第２項」とあるのは

「法第３１４条の２第２項」と、同条第２項中

「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは山

林所得金額又は法附則第３５条の２第５項に規

定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額」

と、第２６条第１項中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第３

５条の２第５項に規定する一般株式等に係る譲

渡所得等の金額」とする。 

 （上場株式等に係る譲渡所得等に係る保険税の

課税の特例） 

９ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険の

被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附則

第３５条の２の２第５項の上場株式等に係る譲
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渡所得等を有する場合における第３条、第６

条、第９条及び第２６条■■■の規定の適用に

ついては、第３条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附

則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式

等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２

項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５

条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る

譲渡所得等の金額」と、第２６条■■■中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに法附則第３５条の２の２第５項に規定

する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」とす

る。 

 （先物取引に係る雑所得等に係る保険税の課税

の特例） 

１０ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附

則第３５条の４第４項の事業所得、譲渡所得又

は雑所得を有する場合における第３条、第６

条、第９条及び第２６条■■■の規定の適用に

ついては、第３条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附

則第３５条の４第４項に規定する先物取引に係

る雑所得等の金額」と、「同条第２項」とある

のは「法第３１４条の２第２項」と、同条第２

項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は法附則第３５条の４第４項

に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」

と、第２６条■■■中「及び山林所得金額」と

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第 

３５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑 

所得等の金額」とする。 

 （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る保険税

の課税の特例） 

１１ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附

則第３３条の３第５項の事業所得又は雑所得を

有する場合における第３条、第６条、第９条及

び第２６条■■■の規定の適用については、第

３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の３

第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金

額」と、「同条第２項」とあるのは「法第 

 ３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は

山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得

金額又は法附則第３３条の３第５項に規定する

土地等に係る事業所得■の金額」と、第２６条

■■■中「及び山林所得金額」とあるのは「及

渡所得等を有する場合における第３条、第６

条、第９条及び第２６条第１項の規定の適用に

ついては、第３条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附

則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式

等に係る譲渡所得等の金額」と、「同条第２

項」とあるのは「法第３１４条の２第２項」

と、同条第２項中「又は山林所得金額」とある

のは「若しくは山林所得金額又は法附則第３５

条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る

譲渡所得等の金額」と、第２６条第１項中「及

び山林所得金額」とあるのは「及び山林所得金

額並びに法附則第３５条の２の２第５項に規定

する上場株式等に係る譲渡所得等の金額」とす

る。 

 （先物取引に係る雑所得等に係る保険税の課税

の特例） 

１０ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附

則第３５条の４第４項の事業所得、譲渡所得又

は雑所得を有する場合における第３条、第６

条、第９条及び第２６条第１項の規定の適用に

ついては、第３条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに法附

則第３５条の４第４項に規定する先物取引に係

る雑所得等の金額」と、「同条第２項」とある

のは「法第３１４条の２第２項」と、同条第２

項中「又は山林所得金額」とあるのは「若しく

は山林所得金額又は法附則第３５条の４第４項

に規定する先物取引に係る雑所得等の金額」

と、第２６条第１項中「及び山林所得金額」と 

あるのは「及び山林所得金額並びに法附則第 

３５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑 

所得等の金額」とする。 

 （土地の譲渡等に係る事業所得等に係る保険税

の課税の特例） 

１１ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が法附

則第３３条の３第５項の事業所得又は雑所得を

有する場合における第３条、第６条、第９条及

び第２６条第１項の規定の適用については、第

３条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに法附則第３３条の３

第５項に規定する土地等に係る事業所得等の金

額」と、「同条第２項」とあるのは「法第 

 ３１４条の２第２項」と、同条第２項中「又は

山林所得金額」とあるのは「若しくは山林所得

金額又は法附則第３３条の３第５項に規定する

土地等に係る事業所得等の金額」と、第２６条

第１項中「及び山林所得金額」とあるのは「及
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び山林所得金額並びに法附則第３３条の３第５

項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」

とする。 

 （特例適用利子等に係る保険税の課税の特例） 

１２ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が外国

居住者等の所得に対する相互主義による所得税

等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第

１４４号）第８条第２項に規定する特例適用利

子等、同法第１２条第５項に規定する特例適用

利子等又は同法第１６条第２項に規定する特例

適用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所

得、一時所得及び雑所得を有する場合における

第３条、第６条、第９条及び第２６条■■■の

規定の適用については、第３条第１項中「山林

所得金額の合計額から、同条第２項」とあるの

は「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に

対する相互主義による所得税等の非課税等に関

する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条

第２項（同法第１２条第５項及び第１６条第２

項において準用する場合を含む。）に規定する

特例適用利子等の額（以下この条及び第２６条

■■■において「特例適用利子等の額」とい

う。）の合計額から法第３１４条の２第２項」

と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは

「山林所得金額並びに特例適用利子等の額の合

計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特

例適用利子等の額」と、第２６条■■■中「山

林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに

特例適用利子等の額」とする。 

 （特例適用配当等に係る保険税の課税の特例） 

１３ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が外国

居住者等の所得に対する相互主義による所得税

等の非課税等に関する法律第８条第４項に規定

する特例適用配当等、同法第１２条第６項に規

定する特例適用配当等又は同法第１６条第３項

に規定する特例適用配当等に係る利子所得、配

当所得及び雑所得を有する場合における第３

条、第６条、第９条及び第２６条■■■の規定

の適用については、第３条第１項中「山林所得

金額の合計額から、同条第２項」とあるのは

「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税等に関す

る法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第

４項（同法第１２条第６項及び第１６条第３項

において準用する場合を含む。）に規定する特

例適用配当等の額（以下この条及び第２６条■

■■において「特例適用配当等の額」とい

び山林所得金額並びに法附則第３３条の３第５

項に規定する土地等に係る事業所得等の金額」

とする。 

 （特例適用利子等に係る保険税の課税の特例） 

１２ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が外国

居住者等の所得に対する相互主義による所得税

等の非課税等に関する法律（昭和３７年法律第

１４４号）第８条第２項に規定する特例適用利

子等、同法第１２条第５項に規定する特例適用

利子等又は同法第１６条第２項に規定する特例

適用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所

得、一時所得及び雑所得を有する場合における

第３条、第６条、第９条及び第２６条第１項の

規定の適用については、第３条第１項中「山林

所得金額の合計額から、同条第２項」とあるの

は「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に

対する相互主義による所得税等の非課税等に関

する法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条

第２項（同法第１２条第５項及び第１６条第２

項において準用する場合を含む。）に規定する

特例適用利子等の額（以下この条及び第２６条

第１項において「特例適用利子等の額」とい

う。）の合計額から法第３１４条の２第２項」

と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは

「山林所得金額並びに特例適用利子等の額の合

計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特

例適用利子等の額」と、第２６条第１項中「山

林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに

特例適用利子等の額」とする。 

 （特例適用配当等に係る保険税の課税の特例） 

１３ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が外国

居住者等の所得に対する相互主義による所得税

等の非課税等に関する法律第８条第４項に規定

する特例適用配当等、同法第１２条第６項に規

定する特例適用配当等又は同法第１６条第３項

に規定する特例適用配当等に係る利子所得、配

当所得及び雑所得を有する場合における第３

条、第６条、第９条及び第２６条第１項の規定

の適用については、第３条第１項中「山林所得

金額の合計額から、同条第２項」とあるのは

「山林所得金額並びに外国居住者等の所得に対

する相互主義による所得税等の非課税等に関す

る法律（昭和３７年法律第１４４号）第８条第

４項（同法第１２条第６項及び第１６条第３項

において準用する場合を含む。）に規定する特

例適用配当等の額（以下この条及び第２６条第

１項において「特例適用配当等の額」とい
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う。）の合計額から法第３１４条の２第２項」

と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは

「山林所得金額並びに特例適用配当等の額の合

計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特

例適用配当等の額」と、第２６条■■■中「山

林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに

特例適用配当等の額」とする。 

 （条約適用利子等に係る保険税の課税の特例） 

１４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が租税

条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地

方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律

第４６号。以下「租税条約等実施特例法」とい

う。）第３条の２の２第１０項に規定する条約

適用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所

得、一時所得及び雑所得を有する場合における

第３条、第６条、第９条及び第２６条■■■の

規定の適用については、第３条第１項中「及び

山林所得金額の合計額から、同条第２項」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の

実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の

特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６

号。以下「租税条約等実施特例法」という。）

第３条の２の２第１０項に規定する条約適用利

子等の額の合計額から法第３１４条の２第２

項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実

施特例法第３条の２の２第１０項に規定する条 

 約適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項 

 中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは

山林所得金額又は租税条約等実施特例法第３条

の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の

額」と、第２６条■■■中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税

条約等実施特例法第３条の２の２第１０項に規

定する条約適用利子等の額」とする。 

 （条約適用配当等に係る保険税の課税の特例） 

１５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が租税

条約等実施特例法第３条の２の２第１２項に規

定する条約適用配当等に係る利子所得、配当所

得及び雑所得を有する場合における第３条、第

６条、第９条及び第２６条■■■の規定の適用

については、第３条第１項中「及び山林所得金

額の合計額から、同条第２項」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う

所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関

する法律（昭和４４年法律第４６号。以下「租

税条約等実施特例法」という。）第３条の２の

う。）の合計額から法第３１４条の２第２項」

と、「山林所得金額の合計額（」とあるのは

「山林所得金額並びに特例適用配当等の額の合

計額（」と、同条第２項中「又は山林所得金

額」とあるのは「若しくは山林所得金額又は特

例適用配当等の額」と、第２６条第１項中「山

林所得金額」とあるのは「山林所得金額並びに

特例適用配当等の額」とする。 

 （条約適用利子等に係る保険税の課税の特例） 

１４ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が租税

条約等の実施に伴う所得税法、法人税法及び地

方税法の特例等に関する法律（昭和４４年法律

第４６号。以下「租税条約等実施特例法」とい

う。）第３条の２の２第１０項に規定する条約

適用利子等に係る利子所得、配当所得、譲渡所

得、一時所得及び雑所得を有する場合における

第３条、第６条、第９条及び第２６条第１項の

規定の適用については、第３条第１項中「及び

山林所得金額の合計額から、同条第２項」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに租税条約等の

実施に伴う所得税法、法人税法及び地方税法の

特例等に関する法律（昭和４４年法律第４６

号。以下「租税条約等実施特例法」という。）

第３条の２の２第１０項に規定する条約適用利

子等の額の合計額から法第３１４条の２第２

項」と、「及び山林所得金額の合計額（」とあ

るのは「及び山林所得金額並びに租税条約等実

施特例法第３条の２の２第１０項に規定する条 

約適用利子等の額の合計額（」と、同条第２項 

 中「又は山林所得金額」とあるのは「若しくは

山林所得金額又は租税条約等実施特例法第３条

の２の２第１０項に規定する条約適用利子等の

額」と、第２６条第１項中「及び山林所得金

額」とあるのは「及び山林所得金額並びに租税

条約等実施特例法第３条の２の２第１０項に規

定する条約適用利子等の額」とする。 

 （条約適用配当等に係る保険税の課税の特例） 

１５ 世帯主又はその世帯に属する国民健康保険

の被保険者若しくは特定同一世帯所属者が租税

条約等実施特例法第３条の２の２第１２項に規

定する条約適用配当等に係る利子所得、配当所

得及び雑所得を有する場合における第３条、第

６条、第９条及び第２６条第１項の規定の適用

については、第３条第１項中「及び山林所得金

額の合計額から、同条第２項」とあるのは「及

び山林所得金額並びに租税条約等の実施に伴う

所得税法、法人税法及び地方税法の特例等に関

する法律（昭和４４年法律第４６号。以下「租

税条約等実施特例法」という。）第３条の２の
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２第１２項に規定する条約適用配当等の額の合

計額から法第３１４条の２第２項」と、「及び

山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山

林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条

の２の２第１２項に規定する条約適用配当等の

額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

は租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２

項に規定する条約適用配当等の額」と、第２６

条■■■中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例

法第３条の２の２第１２項に規定する条約適用

配当等の額」とする。 

１６及び１７ ヽヽヽ（略） 

 （同一世帯に１８歳までの被保険者がいる者に

係る保険税の減免の特例） 

１８ 令和３年度分の保険税の減免に係る第３０

条第１項第２号の規定の適用については、同号

中「その他特別の事情がある者」とあるのは、

「その他特別の事情がある者又は同一世帯に平

成１５年４月２日以後に出生した被保険者がい

る者」とする。この場合において、同一世帯に

平成１５年４月２日以後に出生した被保険者が

いるときは、被保険者の資格取得の届出をもっ

て、同条第２項の申請書を提出したものとみな

す。 

１９ ヽヽヽ（略） 

２第１２項に規定する条約適用配当等の額の合

計額から法第３１４条の２第２項」と、「及び

山林所得金額の合計額（」とあるのは「及び山

林所得金額並びに租税条約等実施特例法第３条

の２の２第１２項に規定する条約適用配当等の

額の合計額（」と、同条第２項中「又は山林所

得金額」とあるのは「若しくは山林所得金額又

は租税条約等実施特例法第３条の２の２第１２

項に規定する条約適用配当等の額」と、第２６

条第１項中「及び山林所得金額」とあるのは

「及び山林所得金額並びに租税条約等実施特例

法第３条の２の２第１２項に規定する条約適用

配当等の額」とする。 

１６及び１７ ヽヽヽ（略） 

 （同一世帯に１８歳までの被保険者がいる者に

係る保険税の減免の特例） 

１８ 令和４年度分の保険税の減免に係る第３０

条第１項第２号の規定の適用については、同号

中「その他特別の事情がある者」とあるのは、

「その他特別の事情がある者又は同一世帯に平

成１６年４月２日以後に出生した被保険者がい

る者」とする。この場合において、同一世帯に

平成１６年４月２日以後に出生した被保険者が

いるときは、被保険者の資格取得の届出をもっ

て、同条第２項の申請書を提出したものとみな

す。 

１９ ヽヽヽ（略） 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （陸前高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 陸前高田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（令和２年条例第６号）

の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

   附 則 

（経過措置） 

第３条 令和３年度における国民健康保険の被保

険者に係る所得割額、被保険者均等割額及び世

帯別平等割額並びに国民健康保険の被保険者に

係る後期高齢者支援金等課税額の所得割額、被

保険者均等割額及び世帯別平等割額並びに介護

納付金課税被保険者に係る所得割額、被保険者

均等割額及び世帯別平等割額並びにこれらの額

の減額については、新条例第３条から第１１条

まで及び第２６条の規定にかかわらず、次の表

の左欄に掲げる新条例の規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

に読み替えるものとする。 

   附 則 

（経過措置） 

第３条 令和４年度における国民健康保険の被保

険者に係る所得割額、被保険者均等割額及び世

帯別平等割額並びに国民健康保険の被保険者に

係る後期高齢者支援金等課税額の所得割額、被

保険者均等割額及び世帯別平等割額並びに介護

納付金課税被保険者に係る所得割額、被保険者

均等割額及び世帯別平等割額並びにこれらの額

の減額については、新条例第３条から第１１条

まで及び第２６条の規定にかかわらず、次の表

の左欄に掲げる新条例の規定中同表の中欄に掲

げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

に読み替えるものとする。 



１７－１２ 

 

～（略）～ 

第26条第1号ア第1項 

～（略）～ ～（略）～ 

第26条第1号イ（ア）第1項 

第26条第1号イ（イ）第1項 

第26条第1号イ（ウ）第1項 

第26条第1号ウ第1項 

第26条第1号エ（ア）第1項 

第26条第1号エ（イ）第1項 

第26条第1号エ（ウ）第1項 

第26条第1号オ第1項 

第26条第1号カ第1項 

第26条第2号ア第1項 

第26条第2号イ（ア）第1項 

第26条第2号イ（イ）第1項 

第26条第2号イ（ウ）第1項 

第26条第2号ウ第1項 

第26条第2号エ（ア）第1項 

第26条第2号エ（イ）第1項 

第26条第2号エ（ウ）第1項 

第26条第2号オ第1項 

第26条第2号カ第1項 

第26条第3号ア第1項 

第26条第3号イ（ア）第1項 

第26条第3号イ（イ）第1項 

第26条第3号イ（ウ）第1項 

第26条第3号ウ第1項 

第26条第3号エ（ア）第1項 

第26条第3号エ（イ）第1項 

第26条第3号エ（ウ）第1項 

第26条第3号オ第1項 

第26条第3号カ第1項 

 

～（略）～ 

第26条第1項第1号ア 

～（略）～ ～（略）～ 

第26条第1項第1号イ（ア） 

第26条第1項第1号イ（イ） 

第26条第1項第1号イ（ウ） 

第26条第1項第1号ウ 

第26条第1項第1号エ（ア） 

第26条第1項第1号エ（イ） 

第26条第1項第1号エ（ウ） 

第26条第1項第1号オ 

第26条第1項第1号カ 

第26条第1項第2号ア 

第26条第1項第2号イ（ア） 

第26条第1項第2号イ（イ） 

第26条第1項第2号イ（ウ） 

第26条第1項第2号ウ 

第26条第1項第2号エ（ア） 

第26条第1項第2号エ（イ） 

第26条第1項第2号エ（ウ） 

第26条第1項第2号オ 

第26条第1項第2号カ 

第26条第1項第3号ア 

第26条第1項第3号イ（ア） 

第26条第1項第3号イ（イ） 

第26条第1項第3号イ（ウ） 

第26条第1項第3号ウ 

第26条第1項第3号エ（ア） 

第26条第1項第3号エ（イ） 

第26条第1項第3号エ（ウ） 

第26条第1項第3号オ 

第26条第1項第3号カ 

第26条第2項第1号ア ４，６９５円 ４，５１５円 

第26条第2項第1号イ ７，８２５円 ７，５２５円 

第26条第2項第1号ウ １２，５２０円 １２，０４０円 

第26条第2項第1号エ １５，６５０円 １５，０５０円 

第26条第2項第2号ア １，５７５円 １，５１５円 

第26条第2項第2号イ ２，６２５円 ２，５２５円 

第26条第2項第2号ウ ４，２００円 ４，０４０円 

第26条第2項第2号エ ５，２５０円 ５，０５０円 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の陸前高田市国民健康保険税条例の規定は、令和４年度以



１７－１３ 

後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和３年度分までの国民健康保険税

については、なお従前の例による。 



１８－１ 

議案第１８号 

   陸前高田市溜池の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 陸前高田市溜池の設置及び管理に関する条例（昭和３９年条例第２７号）の一部を

改正する条例を別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和４年２月２４日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太  

 

 

 提案理由 

 被災市街地復興土地区画整理事業の換地処分等に伴い、所要の改正をしようとして

提案するものである。 

 



１８－２ 

   陸前高田市溜池の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

陸前高田市溜池の設置及び管理に関する条例（昭和３９年条例第２７号）の一部

を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

別表（第２条関係） 

溜池の名称 溜池の位置 

～（略）～ 

川向〃 〃    小友町字西の
坊１１１ 

勝畑〃 〃    小友町字西の
坊３３ 

～（略）～ 

平林〃 〃    高田町字西和
野４４ 

愛宕下〃 〃    気仙町字愛宕
下５２ 

～（略）～ 

荒川（下）〃 〃    気仙町字荒川
１１２ 

～（略）～ 
 

別表（第２条関係） 

溜池の名称 溜池の位置 

～（略）～ 

川向〃 〃    小友町字西の
坊３３ 

川向〃 

 

〃    小友町字西の
坊３３友町字西の坊３３ 

～（略）～ 

平林〃 〃    高田町字西和
野４４ 

  

 

～（略）～ 

荒川（下）〃 〃    気仙町字中井
４３８ 

～（略）～ 
 

 

 備考 改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



１９－１ 

議案第１９号 

   陸前高田市漁港管理条例の一部を改正する条例 

 陸前高田市漁港管理条例（昭和４３年条例第２４号）の一部を改正する条例を別紙

のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１

号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和４年２月２４日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太  

 

 

 提案理由 

 漁港施設の使用料の改定及び所要の改正をしようとして提案するものである。 



１９－２ 

陸前高田市漁港管理条例の一部を改正する条例 

 

 

 陸前高田市漁港管理条例（昭和４３年条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

別表第２（第１０条関係） 

  利用調整施設 

漁港施設名 施設の種類 

脇之沢漁港

利用調整施

設 

１ ヽヽヽ（略） 

２ 主として漁業者以外の者の

利用を目的とする駐車場（以

下「駐車場」という。） 

３ ヽヽヽ（略） 
 

別表第２（第１０条関係） 

  利用調整施設 

漁港施設名 施設の種類 

脇之沢漁港

利用調整施

設 

１ ヽヽヽ（略） 

 

 

 

２ ヽヽヽ（略） 
 

別表第４（第１２条関係） 

  使用料 

施設の種類 使用料 

岸壁 

船置場 

船長１メートルごとに１日につ

き２０円  

桟橋 船長１メートルごとに１日につ

き３５円    

駐車場 大型自動車１台１回につき 
１，０００円 
普通自動車及び軽自動車１台

１回につき５００円 
自動二輪車及び原動機付自転

車１台１回につき１００円 
 

別表第４（第１２条関係） 

  使用料 

施設の種類 使用料 

岸壁 

船置場 

船長１メートルごとに１月につ

き３３０円 

桟橋 船長１メートルごとに１月につ

き１，０５０円 

 

 

 

 

 

 

 備考 

  １及び２ ヽヽヽ（略） 

  ３ １日を単位として計算するものについて、

その期間が１日に満たない場合の料金は、

１日として計算する。 

 

  ４ 駐車場の利用時間は、午前８時から午後

４時までとする。 

  ５ 駐車場の使用料の徴収期間は、７月から

８月までの期間内で市長が定める期間とす

る。 

 備考 

  １及び２ ヽヽヽ（略） 

  ３ 利用期間が３０日に満たない場合の料金

は、１月として計算し、利用期間が１月を

超えて３０日に満たない端数がある場合

は、日割りにより計算する。 

  ４ 駐車場の利用時間は、午前８時から午後

４時までとする。 

  ５ 駐車場の使用料の徴収期間は、７月から

８月までの期間内で市長が定める期間とする。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 
  

附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 



２０－１ 

議案第２０号 

   陸前高田市市営住宅条例の一部を改正する条例 

 陸前高田市市営住宅条例（平成９年条例第１８号）の一部を改正する条例を別紙の

とおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号

の規定により、議会の議決を求める。 

  令和４年２月２４日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太  

 

 

 提案理由 

 東日本大震災の被災者等に係る収入超過者の認定及び高額所得者に対する明渡しの

請求の特例措置を講じるため、所要の改正をしようとして提案するものである。 

  



２０－２ 

   陸前高田市市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

 

 陸前高田市市営住宅条例（平成９年条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（収入の申告等） 

第１６条 ヽヽヽ（略） 

２ 前項に規定する収入の申告は、省令第８条に

規定する方法によるものとする。 

   附 則 

１～９ ヽヽヽ（略） 

 

 

（収入の申告等） 

第１６条 ヽヽヽ（略） 

２ 前項に規定する収入の申告は、省令第７条に

規定する方法によるものとする。 

   附 則 

１～９ ヽヽヽ（略） 

 （東日本大震災の被災者等に係る収入超過者の

認定等の特例） 

１０ 復興庁設置法等の一部を改正する法律（令

和２年法律第４６号）による改正前の東日本大

震災復興特別区域法（平成２３年法律第１２２

号）第２０条に規定する日までの間に、同法第

１９条第１項に規定する罹災者公営住宅等供

給事業により建設等をした市営住宅に入居を

許可された者のうち、同項第２号に規定する被

災者等である者（第１４条の規定により入居の

承継の承認を得た者で規則で定めるものを含

む。）に係る第２９条第１項の規定の適用につ

いては、当分の間、同項中「第６条第２号の金

額」とあるのは、「２５９，０００円」と読み

替えるものとする。 

１１ 第３２条の規定は、当分の間、前項に規定

する者については、これを適用しないことがで

きる。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 



２１－１ 

議案第２１号 

   陸前高田市市営住宅併設店舗に関する条例の一部を改正する条例 

 陸前高田市市営住宅併設店舗に関する条例（平成２６年条例第２４号）の一部を改

正する条例を別紙のとおり制定するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を求める。 

  令和４年２月２４日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太  

 

 

 提案理由 

 併設店舗使用料を改定しようとして提案するものである。 



２１－２ 

   陸前高田市市営住宅併設店舗に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

 陸前高田市市営住宅併設店舗に関する条例（平成２６年条例第２４号）の一部を次

のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

別表第２（第７条関係） 

  併設店舗使用料 

名称 店舗使用料月額 

下和野住宅併設店舗 ７４，２００円 

中田住宅併設店舗（大） ６９，５００円 

中田住宅併設店舗（小） ６０，６００円 
 

別表第２（第７条関係） 

  併設店舗使用料 

名称 店舗使用料月額 

下和野住宅併設店舗 ５１，８００円 

中田住宅併設店舗（大） ４４，６００円 

中田住宅併設店舗（小） ３８，９００円 
 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 



 

２２－１ 

議案第２２号 

   陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設条例 

 陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設条例を別紙のとおり制定するため、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を

求める。 

  令和４年２月２４日提出 

陸前高田市長 戸 羽   太  

 

 

 提案理由 

陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設の設置及び管理に関し必要な事項を定めよ

うとして提案するものである。  



 

２２－２ 

   陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設条例 

 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設の設置及び管理に関し

必要な事項を定めるものとする。 

 （設置） 

第２条 ピーカンナッツを用いた新たな産業による地域活性化及び雇用創出を図るた

め、陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設を次のとおり設置する。 

名称 位置 

陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設 陸前高田市高田町字馬場前３０４番地８ 

 （使用対象者） 

第３条 陸前高田市ピーカンナッツ産業振興施設（以下「施設」という。）を使用す

ることができる者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

 ⑴ ピーカンナッツを使用した商品を製造又は販売することができる者 

 ⑵ 施設を活用し、ピーカンナッツの市場拡大及び食文化の普及に向けた事業を実

施することができる者 

 （使用の許可） 

第４条 施設を使用しようとする者は、規則で定めるところにより、市長の許可を受

けなければならない。許可を受けた事項を変更しようとする場合も同様とする。 

２ 市長は、施設の使用が次の各号のいずれかに該当する場合は、前項の許可をしな

いものとする。 

 ⑴ 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあるとき。 

 ⑵ 施設又は設備を汚損し、損傷し、又は亡失するおそれがあるとき。 

 ⑶ その他施設の管理上適当でないと認めるとき。 

３ 市長は、施設の管理運営上必要があると認めるときは、第１項の許可に条件を付

することができる。 

 （使用許可の期間） 

第５条 前条第１項の規定により市長が施設の使用を許可する期間は、５年以内とす

る。ただし、市長が必要と認めるときは、これを更新することができる。 
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 （使用者の管理義務） 

第６条 第４条第１項の許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、善良な管理

者の注意義務を負うとともに、法令を遵守し、公害防止等の環境保全に努めなけれ

ばならない。 

 （使用許可の取消し等） 

第７条 市長は、使用者が次の各号のいずれかに該当する場合は、第４条第１項の許

可を取り消し、又は行為の中止、原状の回復若しくは施設からの退去を命ずること

ができる。 

 ⑴ この条例又はこの条例の規定による処分に違反したとき。 

 ⑵ 偽りその他不正な手段により第４条第１項の許可を受けたとき。 

 ⑶ 第４条第３項の条件に違反したとき。 

 ⑷ 使用料を３月以上滞納したとき。 

 ⑸ 正当な理由がなく、１月以上施設を使用しないとき。 

 ⑹ 施設の管理上必要があると認めたとき。 

 ⑺ その他公益上やむを得ない必要が生じたとき。 

 （使用料） 

第８条 施設の使用料は、年額５００万円とする。 

 （使用料の減免等） 

第９条 市長は、特に必要があると認めるときは、使用料を減額し、免除し、又は支

払期日を猶予することができる。 

 （使用料の不還付） 

第１０条 既に納付した使用料は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当

する場合は、その全部又は一部を還付することがある。 

 ⑴ 第７条第６号又は第７号の規定により市長が使用の許可を取り消したとき。 

 ⑵ 使用者の責めに帰することができない理由により施設を使用することができな

かったとき。 

 ⑶ その他市長が特別の理由があると認めるとき。 

 （費用負担） 

第１１条 使用者は、次に掲げる費用を負担しなければならない。 

 ⑴ 軽微な修繕及び構造上重要でない部分の修繕に要する費用 
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 ⑵ 施設の使用によって生じた光熱水費及び通信費 

 ⑶ 産業廃棄物、ごみ等の処理に要する費用 

 ⑷ 使用者の責めに帰すべき事由によって生じた改装又は修繕に要する費用 

 ⑸ 給排水設備等の維持管理に要する費用 

 ⑹ 操業のための衛生管理に関する検査等の費用 

 ⑺ 前各号に掲げるもののほか、市長が別に定める費用 

 （原状回復） 

第１２条 使用者は、その施設の使用を終わったとき、又は第７条の規定により使用

許可の取消しを受けたときは、直ちに施設を原状に回復して返還しなければならな

い。 

 （承認事項） 

第１３条 使用者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ市長の承認

を受けなければならない。 

 ⑴ 附属設備等の設置、変更又は撤去をしようとするとき。 

 ⑵ 施設を改装又は増築しようとするとき。 

 ⑶ 連続して１５日以上施設で操業しないとき。 

 （立入検査等） 

第１４条 市長は、施設の管理上必要があると認めるときは、職員又は市長の指定し

た者を立ち入らせ、施設の検査をさせ、又は必要な措置を講ずることができる。 

 （損害賠償等） 

第１５条 施設又は設備を汚損し、損傷し、又は亡失した者は、市長の指示するとこ

ろにより原状に回復し、又は損害を賠償しなければならない。 

 （委任） 

第１６条 この条例に定めるもののほか、条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （重要な公の施設及び特に重要な公の施設に関する条例の一部改正） 

２ 重要な公の施設及び特に重要な公の施設に関する条例（昭和３９年条例第３０ 
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号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（重要な公の施設） 

第２条 重要な公の施設は、次のとおりとする。 

 ⑴～(39) ヽヽヽ（略） 

 （重要な公の施設） 

第２条 重要な公の施設は、次のとおりとする。 

 ⑴～(39) ヽヽヽ（略） 

(40) ピーカンナッツ産業振興施設 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 

 


